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― はじめに ― 

 

 

 「三沢市協働のまちづくり市民会議」では、設置された平成２１年７月から

現在まで、１７回の会議と先進事例の研究や市民アンケート調査、フォーラムの

開催などの事業を行い、その中で「なぜ協働が必要なのか」また「協働を進める

ための仕組みはどのようなものか」など、検討・協議して参りました。 

この協働のまちづくり推進指針は、これまでの検討・協議を踏まえ、協働の基

本的な考え方を明確にして三沢市のよりよいまちづくりの方向性を示すために

策定したものです。 

三沢市に対しましては、この指針に基づき常に協働の観点から各種施策を推進

し、市民一人ひとりが輝き参加できる『協働のまちづくり』実現に向けて取り組

んでいただけるよう期待するものです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

三沢市協働のまちづくり市民会議 
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１．基本理念                          

 

 協働のまちづくり指針策定にあたり、その取組みを進めるための共通認識をも

つため、基本理念を定めます。 

 

 

 

「市民一人ひとりが輝き参加し、心ふれあう個性豊かな協働のまちづくりを 

目指します」 

 

市民のまちづくりへの想いを協働により実現し、“まち”が輝き続けるために、

市民が自分達の“まち”に対して夢と希望と愛情を持ち、一人ひとりが知恵と力

を出し合い、心のふれあう個性豊かな『魅力あるまち三沢市』を目指します。 

 

２．協働推進の背景と必要性                   

 

 なぜ、今協働によるまちづくりの推進が必要とされているのでしょうか。その

背景には次のような要因が考えられます。 

 

（１）変化する社会状況 

    

少子高齢化や環境問題、また景気の低迷など地方を取り巻く社会情勢や環

境が大きく変化する中で、地域の課題や住民のニーズも複雑化、多様化して

きています。限られた財源でそれぞれのニーズに対応したきめ細やかな行政

サービスを提供することが困難な状況になってきていることから、福祉や環

境、防災・防犯などのまちづくりへの市民参画が必要となってきています。 

 

（２）地方分権の進展 

    

平成１２年に施行された「地方分権一括法」により地方分権が進むことに

伴い、地方には、「自らの地域のことを考え、自らの手で治めていく」という

住民自治本来の意味を踏まえ、自己決定と自己責任による自立的な行政経営

の必要性が高まってきています。これからのまちづくりは、住民と行政が知

恵を出し合い、協力して課題を解決していく協働の仕組みが必要とされてい

ます。 

 

基本理念 
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（３）地域コミュニティの機能低下 

    

これまでの地域コミュニティには、地域への愛着や市民同士の連帯感など

「助け合いの意識」がありました。しかし現在、「心の豊かさ」よりも「物質

的な豊かさ」を求める傾向が強くなることで、地域の関わりが次第に希薄化

するとともに、都市化や核家族化などより、これまで地域コミュニティが果

たしてきた自治活動や互助活動の機能が低下してきています。 

 

（４）社会的に認知され始めた市民活動 

    

社会変化の中で、ボランティア活動や市民活動が活発化し、その活動の領

域も拡大してきており、改めて地域や市民の力が見直され注目されています。 

   また、平成１０年３月には、特定非営利活動促進法（ＮＰＯ法）が制定さ

れ、市民による活動を促進する制度が整いつつあり、専門性や創造性をもつ

市民活動に対しての社会的な期待も高まっています。 

 

３．三沢市の市民活動及び協働の現状と課題            

   

協働を進めるためには、市民※1と行政の連携が必要です。 

 ここでは、市内の各団体の現状と協働を進めるうえでの課題について整理しま

す。 

 

（１） 町内会 

 

三沢市には、現在１１１の町内会があります。町内会は、市民にとって一

番身近な地域組織として、福祉、環境、防災・防犯などあらゆる分野におい

て重要な役割を担っています。しかし、町内会加入率の低下（平成２２年５

月現在 10,834 世帯、加入率 62.1％）や活動が活発な町内会とそうでない町

内の格差、また活動に参加する市民の意識にも違いがあります。さらに、資

金面に関しては、市の補助金頼りといった行政依存体質から抜けきれていな

いのが現状です。それぞれの町内会の活動が活発化することは、まち全体に

活気をつくり出し、地域コミュニティを活発にするためにも、重要なことで

す。 

 

 

 

※1 市民…ここでいう「市民」とは、三沢市に在住、または勤務しているすべての個

人、団体（ＮＰＯや市民活動団体）、事業者を指します。 
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【課題】（まちづくり市民会議ワークショップ(以下「ワークショップ」とい

う)より） 

・活動の活発な町内会とそうでない町内会がある。またその活動が見えな

い。 

・町内会活動の参加者は、高齢者が多く若者が少ない。 

・町内会の横のつながりが薄い。 

・楽しいイベントしか参加しない。 

・町内会加入率が低い。 

 

（２） 市民活動団体 

 

三沢市には現在、まちづくりの推進などを目的として活動しているＮＰＯ

法人が８団体あり、その他法人格を持たない任意の団体（ボランティア団体

やサークル等）が数多くあります。市民活動団体には、行政にはない「先駆

性」、「柔軟性」や「地域性」などの特性があり、その特性を活かして行政で

は取り組みが困難と思われる課題に対応することが出来ます。 

市民活動団体は、市民と行政が協働を進めていく上で大変期待されていま

すが、市民の認知度は決して高いとはいえません。 

このようなことからも、それぞれの団体が活動状況を積極的に発信しなが

ら、他団体とのネットワークを構築していくなど、自らの組織を強化してい

くことが必要です。 

 

【課題】（ワークショップより） 

・活動が不透明なため、市民の目に届いていない。 

・ボランティア活動等の団体が少ない。 

・スタッフが高齢化しているため、十分な活動ができていない。 

・横のつながりが薄いため、他の団体の活動内容がわからない。 

・資金が確保できないため、十分な活動ができない。 

・市民活動についての情報共有ができていないため、どのような協力をし

て良いか分からない。 

 

（３） 事業者 

 

事業者もまた地域社会の一員であり、積極的にまちづくりに参加していく

ことが求められています。 

事業者の中でも、地域の一員として社会貢献活動等を進めているところが
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増えてきました。しかし、それはまだ一部であり、ほとんどが事業者単独で

の活動となっております。 

これらの活動が、地元地域に溶け込み、地域住民と連携をとりながら広が

っていくことが協働のまちづくりにつながります。 

事業者が持っている情報や技術、ノウハウを提供し活動を支援するなど、

お互いの特性を活かせるような関係を築いていくことが重要です。 

 

【課題】（ワークショップより） 

・一事業者による単独での活動が多い。 

・事業者内での活動のため、地域住民にあまり知られていない。 

・ボランティアなどの活動について情報共有ができていないため、どのよ

うな協力をして良いか分からない。 

 

（４） 市民（アンケート結果から見た意識と参加の現状） 

 

平成２２年１月に実施した市民アン

ケート結果を見ると、市民の協働に関す

る意識や知識は、現時点ではまだ高くな

いことが分かります。（図 1）それは、「ま

ちづくり」というものは、“行政がする

もの”と思っている方がまだまだ多いと

いうことと関係していると思われます。 

しかし一方で、「市民活動やまちづく

りに参加してみたいですか？」の質問に

は、７割近くの方が「参加してみたい」との回答があり（図 2）、また、「協

働のまちづくりに興味がありますか？」の質問には半数以上の方が「ある程

度興味がある」という回答でした。（図 3）これは、市民の協働に対する潜在

的な関心の高さを示していることが伺えます。 

これから、市民の協働に対する意識を高めるため、また様々な市民活動に

参加していただくためには、市民と行政がお互いに情報を共有することや共

通の目的意識を持つことが不可欠です。 

 

【課題】（市民アンケートより） 

・若年層の市政に対する無関心   ・地域活動に対して消極的 

・行政に頼りすぎ         ・リーダー的人材の不足 

・地域のつながりが希薄      ・積極的な情報の提供と収集不足 

「協働のまちづくり」という言葉を知っていますか

無回答

2%

知らない

51%

よく知っている

9%

だいたい知っている

14%

言葉だけは聞い

たことがある

24%

図 1
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（「協働に関する市民アンケート」有効回答数：378） 

 

（５） 行政 

 

当市の財政状況は、景気悪化による税収の減少や地方分権の推進などによ

り、非常に厳しい状況となっています。その中で、本来行政がすべきサービ

スは何かを見極めることが必要になってきました。市は、心のふれあう個性

豊かなまちづくりを進めるため、市民にとって本当に必要な市民サービスを

的確に把握し、市民と行政の信頼関係のもとに推進するための施策の検討や、

市民ニーズに対応できる体制を整えていかなければなりません。 

しかし、協働に対する職員間の知識・理解にはまだまだ差があるというの

が現状です。 

協働を推進していくためには、部署の垣根を越えて、職員間の情報共有や

連携を綿密にしていくなど、市役所全体で取り組むことが必要です。そして、

職員も地域の一員であることを自覚し、責任を持って行動しなければなりま

せん。 

 

【課題】（ワークショップより） 

・地域の住民であるという意識が薄いため、地域の活動に参加しない者が

多い。 

・市民ニーズが分からない。 

・市民活動に対する理解がないため、活動団体との温度差がある。 

・協働のまちづくりに関する仕組みづくりが出来ていないため、市民の活

動に対して柔軟に対応できない。 

 

まちづくり組織に参加したいですか

あまり参加したく

ない

22%

現在そのような

活動に参加して

いる

6%

ぜひ参加してみ

たい

7%

機会があったら

参加してみたい

56%

参加しようとは

思わない

6%

無回答

3%

図 2 
「協働のまちづくり」に興味がありますか

興味がない

8%

少し興味がある

38%

あまり興味がな

い

22%

分からない

16%

無回答

3%

興味があるので

いろいろ知りた

い

13%

図 3 
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４．協働の基本的な考え方                    

 

 協働は、地域の課題を解決していく手段のひとつです。 

 ここでは、協働とはどのようなものか、また様々な協働の主体に必要なものは

何か、について整理します。 

 

（１） 協働とは 

 

協働とは、要約すると「地域に関わる様々な立場の人や組織が、共通の目的

を実現するために、それぞれが自らの役割を自覚し、対等の立場で共に汗を流

して取組むこと」です。 

まちづくりの主体となる町内会、市民活動団体、事業者、市民、行政が協働

についての基本的な考え方や協働のあり方・進め方などへの理解を深め、協

力・連携しながら地域の課題等に関して共通の認識を持って取組んでいくこと

が重要です。中でも、市民と行政との協力・連携には、情報公開・情報交換を

はじめとして、お互いに十分に理解し合い、そのうえで協力しながら継続して

まちづくりに取り組むことが大切です。 

ここで大切なことは、それぞれの主体の中だけにとどまるのではなく、お互

いに支えあう関係にあるということです。そのためには、仕組みやルールが必

要不可欠なものとなってきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２） 協働の原則 

 

市民と行政が協働を進めるためには、いくつかの原則（ルール）を定め、そ

れらに沿って取り組む必要があります。主体となるそれぞれの団体等が協働の

パートナーとして共通の原則を認識しながら進めていくことが大切です。 

協働による課題解決のイメージ 

市 民 行 政 

苦情・要望 

市 民

団 体

企 業

行 政 

目的実現 

協 働 

いままでは… これからは…

課題解決 
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① 対等と相互理解の原則 

   市民と行政は、それぞれがお互いに協働を行う対等のパートナーであるとい

う意識のもとで、それぞれの立場や特性、また長所、短所を正しく理解し合い

ながら信頼関係を築いていきます。 

 

② 自立と自主性の原則 

   協働のパートナーは、それぞれが自立し、自主性を重視しながら主体となっ

て、力を発揮していきます。 

 

③ 目的と情報の共有の原則 

   協働する双方は、何のために協働するのかについて積極的に話し合いの場を

設け、お互いにその目的や情報を共有しながら活動します。 

 

④ 公開性・透明性の原則 

   協働する双方は、その取組み内容等について、相互に広く公開するなど、透

明性をもたせます。 

  

⑤ 評価の原則 

   協働で行った事業について、お互いに評価・検証し、達成度や改善点を整理

することにより、次の事業につなげていきます。 

   また、事業によっては、パブリックコメント※2 等により市民から評価して

もらいながら進めます。 

 

（３） 協働の領域 

 

市民と行政は、それぞれ独自に事業を実施し活動する領域を持っています。 

協働に関しては、それぞれの事業実施・活動する領域が重なる部分に位置し

ており、その形態や事業内容によって、領域が変化します。 

それぞれの特性を活かして協働するためには、お互いの領域を認識しながら

進めていくことが大切です。 

 

 

 

 

 ※2 パブリックコメント…市の施策や計画を策定する際に、その内容等を公表して市

民の皆さんから意見や情報を求め、それを考慮しながら最終決定をする仕組み。 
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【協働の領域イメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４） 協働を進めるための役割 

 

協働を進めるためには、それぞれの主体が自分たちの役割を認識しながら

取組んでいくことが必要です。ここでは、協働を効率的に進めるため、それ

ぞれの主体が、どのような役割を担っていけばいいのか整理します。 

 

① 町内会 
町内会は、協働を進めるうえで市民の一番身近な団体として重要な役割を担

っています。町内会として、地域の中でのつながりや交流を深めるためにはど

のようなことが必要なのか、整理します。 

 

○活発な活動 

地域内で行う活動やイベントについて、市民が興味を持って気軽に参加で

きるよう、様々な工夫を凝らすことが大切です。 

 

○近隣町内会等との連携 

一つの町内会が単独で活動するだけでなく、活動やイベントの開催等につ

いて、近隣の町内会や地域の組織、またＮＰＯ等の市民活動団体と連携して

取組むことで活動の幅が広がります。 

 

 

 

協働の領域 

市民・行政による公共的活動の領域

〔行政の領域〕 〔市民の領域〕 

市民単独の

領域 

行政単独の

領域 

市民と行政

が対等に協

力する領域 

市民が主導

し、行政が協

力する領域 

行政が主導

し、市民が協

力する領域 
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○加入の促進 

町内会の活動を活発にするためには、加入の割合が低い若年層の世帯の加

入が重要になります。町内会に加入することのメリット等について、十分情

報を提供することで加入の促進を図ることが必要です。 

 

○町内（地域）の将来を考える 

それぞれの町内会が、自分たちの町内（地域）の課題や必要なことがらを

認識し、それらを解決するため、将来的な計画を立てる等の方策を考えるこ

とも必要です。 

 

② 市民活動団体 
協働を進めるうえで、ＮＰＯやボランティア等の市民活動団体もまた、重要

な担い手となります。市民活動団体が市民や事業所と協働するために必要なこ

とについて整理します。 

 

○活動情報の提供 

広報紙等を活用するなど、自分たちの活動に関する情報を市民に対して広

く発信し、情報提供をすることが大切です。 

 

○活動の拡大 

活動する団体は、単独での活動だけでなく、様々な団体とのネットワーク

を築き、その事業目的が同じものについては連携・協働し、活動内容を拡大

させることも大切です。 

 

○情報収集 

団体が活動するための資金は必要不可欠なものです。 

活動資金を確保するために利用できる補助金や助成金の情報について、常

に収集することは、活動を継続するためにも重要なことです。 

また、他の団体の活動や地域の様々な情報を収集することで活動の範囲が

広がります。 

 

③ 事業者 
市内に存在する企業や法人等の事業者もまた、地域の一員としてボランティ

ア等の社会貢献活動や協働事業に積極的に参加することが必要です。ここでは、

地域の中での事業者に必要なことがらを整理します。 
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○情報収集 

事業者は、地域で行われる事業や地域の課題について、情報収集に心がけ

て参加することが大切です。 

 

○情報の提供、共有 

事業者は、それぞれが持っている情報や技術を提供し、地域団体と共有し

合いながら取り組むことが大切です。 

 

④ 市民 
協働を進めるうえで、市民の役割はどのようなものか、また「誰かがやって

くれる」という意識から「自分たちでできることを自分たちで」という意識に

変えていくために必要なことがらについて整理します。 

 

○市民参加 

地域の活動に積極的に参加し、地域内での交流を図ることにより、地域に

対する共通の課題を認識することや、自分の住む地域への愛着を持つという

ことは重要です。 

市民活動団体等の活動やボランティア、また市が開催する事業にも積極的

に参加し、地域のために自分ができることについて考えることも大切です。 

 

○情報の収集 

広報紙や市のホームページ、ケーブルテレビなどを通して、市や市民団体

の情報を積極的に収集し、パブリックコメント(Ｐ7※2 参照)等を通して市政に

参加することが大切です。 

 

⑤ 行政 
協働を推進するためには、行政も様々な役割を担っていかなければなりませ

ん。市民が気軽に活動に参加できるよう、その基盤を整備していくことが必要

になります。 

 

○情報の提供 

行政が行っている様々な事業について、また市民活動団体の状況等、市民

が興味を持てるように分かりやすく公表し、お互いに情報共有を図ることが

大切です。 
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○人材育成 

協働事業を推進するためには、活動するための人材とリーダーが必要とな

ってきます。協働に関する知識や課題解決のための手法について研修会や講

演会を開催する等、市民を対象とした人材の育成が大切です。 

 

○活動支援 

市民活動等を推進するには、その活動団体の交流が図られるよう、施設の

整備や相談窓口の充実等、様々な形で支援していくことが大切です。 

    

○職員の意識改革 

市民と行政の協働を推進するためには、「まちづくりは行政がするもの」

という意識から、職員一人ひとりが市民と行政は対等のパートナーであると

いう意識と、職員も市民の一人であるという意識を持つことが大切です。 

 

○協働の仕組みと体制づくり 

市民との協働を進めるためには、様々な分野からの提言について迅速に対

応できるよう、その方策や手順をマニュアル化する等、全庁的に統一した仕

組みとそれらを円滑に運用できる体制を整えることが必要です。 

 

（５） 協働の形態 

 

協働には様々な形態があり、その目的や事業内容によって最も効果的な方

法を選択することが重要です。ここでは、主な協働の形態について整理します。 

 

形 態 内     容 

補助金・助成金 

市民活動団体等が自主的に行う公益性が高いと判断される事業

の活動資金に対し、市が補助金を交付し、支援します。 

【期待される効果】 

 財政面で課題のある団体に対し、活動資金を助成することによ

り、各団体の自主的な活動を促し、幅広いサービスが提供できます。

【ポイント】 

 あくまでも、「共通の目的を達成する」ための補助であり、継続

的ではないため、団体には自立性が求められます。 
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形 態 内     容 

共   催 

協働する双方が主体となって、役割分担を明確にしながらイベン

トの開催等について企画・実施します。 

【期待される効果】 

 協働する団体それぞれの特性が活かされ、団体同士のネットワー

クを築くことが出来ます。また、１つのイベントを複数の団体が開

催することで、経済的コストの削減ができるなど効率化を図ること

ができます。 

【ポイント】 

 事業の目的について情報の共有化を図ることや、役割分担につい

て明確にすることが重要です。 

後   援 

 協働する双方のどちらかが主体となって行うイベント等の事業
について、その趣旨に賛同する団体が、後援名義の使用という形で
支援します。 
【期待される効果】 
 後援することで、１団体の単独で行う事業に比べて社会的信用や
市民の理解を得ることができます。 
【ポイント】 
 「名義」のみの後援ではなく、後援する団体と十分に情報を共有
することが重要です。 

協 働 委 託 

 従来、行政が行っていた事業を、市民団体等に委託して行うこと
で効率性が上がることを期待できると判断されるものについて実
施します。 
【期待される効果】 
 行政が行う事業を市民団体等が行うことにより、市民の目線に合
った、また市民団体の専門性を活かしたサービスが期待できます。
【ポイント】 
 単なる「行政の下請け」にならないよう、活動団体の自主性を尊
重し、委託内容等について、意見交換を十分にすることが必要です。

協働による事業 

 協働する双方が、期間を決めて継続的な関係により、協力して行
う事業（防犯パトロールや環境美化等）を実施します。 
【期待される効果】 
 行政が単独で行うよりも、それぞれの地域で地域の特性に合った
事業を展開できるため、市民ニーズが的確に把握できます。 
【ポイント】 
それぞれの役割が曖昧になりやすいため、役割分担や責任の所在

をはっきりさせて行うことが重要です。 

市民の事業計画
への参加 

 （主に）行政が事業を計画する際、企画・計画段階から市民が参
画し、意見や提案をもらいます。 
【期待される効果】 
 計画段階から参加することにより、ＮＰＯ等が持つ専門的な知識
や経験を活かし、市民ニーズに的確に対応できます。 
【ポイント】 
 市民と行政双方が、お互いの立場を尊重し、同じテーブルについ
て協議することが重要です。 
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５．協働の推進に向けての取組み                 

 

協働を推進するためには、様々な取組みを合わせて進めることが重要な要素

となってきます。ここでは具体的にはどのような方策を進めていくことが必要

なのか整理します。 

 

（１） 意識啓発と人材の育成 

 

協働によるまちづくりを実現するためには、一部のこととして捉えるので

はなく、市民、市民活動団体、市職員など市民一人ひとりが「自分のまちは

自分達で良くしていく」という意識を持ち、三沢市全体のこととして考えて

いくことが必要です。 

さらに、協働を推進していくためには、「人」の育成が非常に重要になり

ます。そこで、市民への学習の機会を提供することにより、三沢市の協働に

よるまちづくりを担い、実践していく人材の育成に努めます。 

 

① 学習機会等（研修会、講演会）の提供 

協働に関する基礎的なことがらについて、また協働意識の醸成につながるよ

うな内容の研修を提供するなど、市民が参加しやすい学習機会を提供していき

ます。 

 

② 協働によるまちづくりを推進する地域のリーダー育成 

市民活動団体が自立した活動を継続的に行うために、必要となる基礎的な研

修やリーダー養成講座の実施など、地域リーダーの育成等を図ります。 

 

（２）市民活動への支援 

 

市民団体の活動を推進し、地域課題の解決や地域を活性化していくために

は、市民、ＮＰＯ、企業などと行政が協力し、その活動を財政的に支援する

仕組みが必要です。 

そこで、市民活動団体への各種支援策について検討していきます。 

 

① 提案型の協働事業制度の確立 

市民と行政がお互いに協働事業を提案できる制度を確立し、市民活動団体の

公益的な協働事業を支援します。 
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② 市民活動推進のための支援制度の検討 

市民活動を推進するため、地域の課題解決や活性化などの公益的な活動をす

る団体について、支援する制度を検討します。 

 

③ 市民活動を推進するためのファンドの研究・検討 

市民活動団体は、自主財源の確保が課題となりますが、行政で行える財政的

支援の仕組みとともに、寄附などを活用した市民ファンド※3 やマッチングフ

ァンド※4などの制度の取組みについて考えていきます。 

 

（３）市民活動を推進するための拠点の整備 

 

情報の共有化、団体同士のネットワークづくりなど、市民活動の促進・推

進を図るためには、多くの市民が参加することが必要であり、そのためには

拠点となる場の整備が必要となります。 

 

①（仮称）市民活動サポートセンター設置の検討 

市民活動を促進する環境づくりとして、活動する団体を育成し、更に発展さ

せるための拠点施設を整備する必要があります。そこで、情報発信、情報交換、

または市民や市民活動団体の交流・連携の場として、（仮称）市民活動サポー

トセンターの設置を検討します。 

 

② 総合窓口設置の検討 

市民活動についての情報提供や、協働に関する相談窓口の設置を検討します。 

 

（４）協働を推進するための仕組み（制度）づくり 

 

地域の課題を解決していくとき、市民と行政が一緒に取組むことで、より

一層の効果が期待できます。そのためには、共通の目的意識を持ち、協力・

連携していく協働についての仕組みが必要です。 

 

 

 

 

 

 

 

※3 市民ファンド…住民や企業の出資により設立される基金で、地域の課題解決の

事業に利用する仕組み。 

※4 マッチングファンド…住民や団体が寄附した金額と同額を行政が出資して基

金を設立し、課題解決のための事業に利用する仕組み。 
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① 協働のまちづくりを推進する組織づくり 

協働を推進するための指針を有効なものにするため、協働のまちづくりを推

進する組織の設置について検討します。 

 

② 意見交換の場の設置 

市民活動団体や町内会などの地域組織と行政がお互いに理解を深め、さらに

協働を進めるための意見交換の場の設置について検討します。 

 

③ 協働による環境整備のための仕組みづくり 

地域の環境整備を支援するための制度としてアダプトシステム※5 やコミュ

ニティマッチング支援制度※6などの仕組みづくりについて検討します。 

 

④ 協働実践団体への表彰制度 

市民団体による活動や企業による社会貢献活動など、協働を推進する活動や

事業について、実施・協力した団体を表彰する等の制度について検討します。 

 

（５）市役所内での推進体制の確立 

 

この指針に示す内容を確実に行うためには、協働の相手方との信頼関係を

築くことが欠かせません。行政は、積極的に市民の声を聴き、それを施策や

事業に活かす仕組みづくりや、縦割りと言われる市役所内部の問題を解決し

ながら、住民ニーズに対応できる仕組みをつくることが必要です。 

また、協働をより効果的に進めるため、職員一人ひとりが協働についての

認識や公益的な市民活動に対する理解を深めることも重要になります。 

 

① 庁内体制の整備 
全庁で協働の推進を図るために、庁内横断的な組織の設置について検討しま

す。 

 

② 研修会の実施 
職員の協働に関する理解を深めるため、研修を実施します。 

 

 

 

 

 

※5 アダプトシステム…「アダプト」とは、「養子縁組をする」という意味で、環境

美化を目的として、市民や団体が、地域の道路や公園を養子として見立てて手入

れや世話をする仕組み。 

※6 コミュニティマッチング支援…地域の課題解決のため、行政と市民がお金ない

し労働力などを対等・平等に出し合い、整備事業などを支援する仕組み。 



 - 16 - 

 

③ 職員行政連絡員の活用 
町内会との連絡調整を行っている職員行政連絡員について、協働を進めるた

めの活用について検討します。 

 

④ 協働マニュアル等の作成 
各部課において、協働が円滑に推進されるよう、具体的な手法や考え方につ

いての手引き等を作成し、職員一人ひとりの協働意識の向上を進めます。 
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◎資 料   

 

Ⅰ 協働の事例                         

 

他の市町村ではどのように協働を進めているのでしょうか。ここでは、協働

を進めている市町村の事例を紹介します。 

   

●青森県階上町の地区コミュニティ計画 

 

階上町では、町の総合振興計画の大きな

柱に「協働」を掲げ、平成１８年度には「協

働のまちづくり条例」を策定、また平成１

９年度には、庁内各課に「協働のまちづく

り窓口」を創設し、全庁挙げて「協働」に

取り組んでいます。 

町の１９の行政区（町内会）において、

それぞれ「まちづくり計画」を策定し、地

域ごとの課題に対し、「地域でできること」、「行政との協働ですべきこと」、ま

た「行政がすべきこと」とそれぞれの役割を決め、解決にあたっています。 

計画策定については、町の担当者が各地区の住民懇談会にて説明。平成２０

年３月には全ての地区で計画を策定し、それに基づき、協働でするべき様々な

事業に対し補助金を交付することにより、住民ニーズに適した行政サービスを

提供できるようになりました。 

住民が計画の中で優先順位をつけた事業に対し、町が予算措置をするという

方法で協働を進めています。 

例えば、舗装されていない私道について、特別対策事業として町が補助金

を交付し、住民が予算の約１割を負担するという方法で行われました。（図 4）

この事業は、平成１９年度から２１年度までの特認事業でしたが、３年間で

総延長 6,030ｍの道路を整備しました。（参考：前山総一郎氏著、「コミュニテ

ィ自治の理論と実践」） 

 

 

 

 

 

【まちづくり計画書】 
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●静岡県牧之原市の仕組みづくりと人づくり 

 

静岡県牧之原市では、市の総合計画の中で「市民参画と協働の推進」を掲げ、

「協働プロジェクト」として、市民力を発揮するための仕組みづくりと人づく

りのための取組みをしています。 

仕組みづくりでは、市民がまちづくりに主体的に関わることができる方法と

して「ワークショップ」を活用したまちづくりを進めています。地域住民が自

分たちの地域について話し合う「男女協働サロン」を開催し、その中でワーク

ショップにより多くの市民が自分たちの課題を発見し、解決するための方策を

導き出します。そこで出された意見に優先順位をつけ、その結果を「マニフェ

スト型提案」（通称：逆マニフェスト）として、牧之原市の総合計画の参考資

料とするとしています。 

また、人づくりとして、「男女協働サロン」を「市民参加型」から「市民主

導型」の会議とするため、ワークショップの進行役を育成するための「ファシ

リテーター※7養成講座」を開催し、受講修了者をリーダーとして認定。 

 

 

 

【住民による私道整備の様子】 

※7 ファシリテーター…会議やワークショップにおいて、参加者の意見が偏らない

ように中立的な立場で介入し、スムーズに議論を進めるための調整的な役割の者。

（図 4）【私道等整備事業のフロー】

町 
行 政 区

・用途区域の私道 

・特任区域の私道 

※町内業者３社以上の 

見積りで決定 

業者選定、交付申請

補助金交付決定、
交付、指導 

見積り（設計）の 

審査、工事内容確認 
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平成２０年度から２１年度の２年間に認定された１６６名は、それぞれの地

域の男女協働サロンでファシリテーターとして活躍しています。 

サロンの目的は、「市民が地域づくり、まちづくりに参加する」、「各地区に

運営のノウハウを蓄積する」、「協働の人材を発掘し育成する」の３つで、会議

の中では、「意見を出してもらう」ことも大事ですが、「まちづくりは楽しい」

と思う人を増やすことを一番に考え、そのために会議の雰囲気を良くしようと

それぞれのサロンで、会場の飾り付けなど様々な工夫がされています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【ファシリテーター養成講座の様子】 

いかに楽しく会議を進行させるかが、キーポイントです 
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Ⅱ 協働のまちづくり市民会議委員から              

 

 ●市民会議委員名簿 

 

 

会 長 山 村 義 一 

副会長 名久井 正 廣 

 

 

 

指針策定委員会 市民活動推進委員会 

副委員長 

 

 

 

 

 

 

 

五十嵐 耕 司 

吉 家 裕 行 

中屋敷 達 也 

宮 古 博 之 

宮 古 祐 子 

山 村 義 一 

渡 辺   恵 

（岩 間 俊 悦）

(～Ｈ22.3.31 まで）

 

委員長 

副委員長 

名久井 正 廣 

羽 立 俊 士 

太 田 将 雅 

織 笠 幸 子 

久 保   恵 

昆   信 嗣 

畑 山 十洲明 

古 田 智 洋 

（委員長途中辞任により不在） 
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三沢市協働のまちづくり市民会議設置要綱 

 

（目的及び設置） 

第１条 「三沢市総合振興計画」の基本方針に掲げる「健全で開かれたまちづく

り」を目指し、市民が主体となって行政に参加できる協働による新しいまちづ

くりを推進するため、「三沢市協働のまちづくり推進会議」（以下「市民会議」

という。）を設置する。 

（所掌事務） 

第 2 条 市民会議は、協働のまちづくりに必要な事項や地域における重要課題等

について調査、検討し、次の各号に掲げる事項の提言等を市長に対し行うもの

とする。 

⑴ 市民協働のまちづくり推進計画策定に関すること。 

⑵ 協働を推進するための施策の検討に関すること。 

⑶ 市民活動団体等の育成及び支援に関すること。 

⑷ 協働のルール策定に関すること。 

⑸ 市民活動拠点センターの検討に関すること。 

⑹ その他協働の推進に関すること。 

（組織） 

第 3 条 市民会議は、委員 16 人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから市長が委嘱する。 

⑴ 市民活動団体関係者 

⑵  住民組織関係者 

⑶ 企業関係者 

⑷ 学識経験者 

⑸ 公募による市民 

⑹ その他市長が必要と認めるもの 

（アドバイザーの委嘱） 

第 4 条 市長は、識見を有する者の中から市民会議のアドバイザーを委嘱するこ

とができる。 

（会長及び副会長） 

第 5 条 市民会議に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、市民会議を代表し、会務を総括する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは、そ

の職務を代理する。 

（委員） 

第 6 条 委員の任期は、委嘱の日の年度の翌年度の末日とし、再任を妨げない。 
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２ 補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

（会議） 

第 7 条 市民会議は、必要に応じて会長が招集し、その議長となる。 

２ 市民会議は、公開することを原則とする。 

（関係者の出席及び資料の提出） 

第 8 条 市民会議は、会議に必要あると認めるときは、関係者の出席及び関係資

料の提出を求めることができる。 

（分科会） 

第 9 条 市民会議は、専門的な事項を調査検討するため分科会を置くことができ

る。 

２ 分科会の設置及び運営に関し必要な事項は、会長が市民会議に諮って定める。 

（庶務） 

第１０条 市民会議の庶務は、広報広聴課において処理する。 

（報酬等） 

第１１条 市民会議の委員に対し、報酬及び旅費は、支給しないものとする。た

だし、委員以外の者については、この限りではない。 

（その他） 

第１２条 この要綱に定めるもののほか、市民会議の運営に関し必要な事項は、

会長が市民会議に諮って定める。 

 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１３日から施行する。 
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●指針策定を終えて（各委員の想い） 

○会 長  山 村 義 一 

私たちの策定したこの「協働のまちづくり推進指針」は、わずか２

年間と限られた期間での作業となりましたが、前山教授の適切なアド

バイスと広報広聴課の皆様のご協力を得てなんとか指針の策定を無事

に終えることができました。 

内容的にはまだまだ不十分かもしれませんが、この指針には各委員

の三沢市の協働のまちづくりに対する熱い想いと願いが込められてい

ます。指針を単なる文章として残すのではなく、指針に込められた委

員の熱い想いや願いが具体的な実現に向けて必ず活かされることを切

に願うものです。 

この指針が次の具体的な計画や行動につながってこそ、初めて指針

に命が吹き込まれて歩き始めることになるものと信じています。 

○副会長  名久井 正 廣（市民活動推進委員会 委員長） 

五里霧中の中で始まりおよそ２ヵ年、十数回に渡り行われた協働の

まちづくり市民会議でした。 

そうした中、基本理念に始まり、現状の把握とその課題を探り、具

体的な推進に向けての取り組みにまで踏み込んだ「協働のまちづくり

推進指針」を提言できることは、委員の一人としてとてもうれしく感

じております。 

また、多業種・多様な委員の考えや意見の取りまとめにご尽力いた

だいた山村義一会長、三沢市広報広聴課職員の皆様、前山総一郎アド

バイザーに感謝いたします。 

この提言書が絵に描いた餅にならないよう、市民の皆様や行政関係

者にご理解、ご協力をいただけることを切に願っております。 

○委 員  五十嵐 耕 司（指針策定委員会 副委員長） 

この市民会議が単に「協働のまちづくり」の指針案をまとめて終わ

るだけじゃなく、何かの形として次のステップに向けて一歩踏み出す

ことがとても大事だと思います。 

またこれを実践することで、必ずや新たな「まちづくり」の芽が育

ち、将来市民が住みよいまちだな、と「歓喜」する日が来ればいいな

と願います。 

私自身、この市民会議で２年間皆さんと楽しく勉強させていただき

ました。ありがとうございました。 

○委 員  羽 立 俊 士（市民活動推進委員会 副委員長） 

この、協働のまちづくりの仕組みが、安易に指定管理・管理委託や

入札制度に利用されないことを願っています。 
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○委 員  宮 古 博 之 

三沢市の多くの方が、協働のまちづくりについて理解し、興味を持

っていただけることを期待しております。 

○委 員  織 笠 幸 子 

この会議により、三沢市には様々な NPO や市民団体があり、まちの

ために活躍されている方がたくさんいることを知りました。この指針

を通して、私が知ったように市民の皆さんにも協働のまちづくりを理

解していただき、『自分の手でまちづくりをする』という意識を高めて

欲しいと願っています。 

○委 員  吉 家 裕 行 

参加型まちづくりの方向性が決まりました。勇気を出して、共に第

一歩を踏み出し、住みよい三沢市をつくりませんか。 

○委 員  古 田 智 洋 

この会議に委員として参加できたことにより、協働によるまちづく

りに対しての理解度が深まると同時に大変勉強にもなりました。 

この推進指針が今後のまちづくりに活かされることを願います。 

○委 員  昆   信 嗣 

協働のまちづくり市民会議を通して、自分の生まれ育ったまち「三

沢」をいろんな角度から見たり、考えたりするようになりました。 

また、「三沢」を前よりたくさん好きになりました。『魅力あるまち

三沢市』、『子孫に誇れるまち三沢市』を目指したいと思います。 

○委 員  久 保   恵 

今回、市民会議の一員として「協働のまちづくり」の取組みに参加

させて頂き、委員の皆さんと一緒に自分たちの住んでいる三沢市の事

について考える事が出来、自分自身もとても良い勉強になりました。 

良い機会を与えて頂きありがとうございました。 

○委 員  中屋敷 達 也 

私も、社団法人三沢青年会議所の代表として参加させていただき、

早くも２年が経ちました。以前から考えておりましたが、各団体・企

業等・個人、どれも連携が必要であり、皆様の力が結集できたのなら

ば素晴らしいまちづくりが可能になると信じており、この会議自体に

参加してからも更にその想いが高まりました。 

フォーラムでも言わせていただきましたが、私の信条は「ついでに

出来ることなのであれば、隣人の利益になることを喜んで行う」とい

うもの「ちょっと背伸びをしよう」であり、皆様がそれを当たり前の

ように思える環境づくりに今後とも精一杯ご協力させていただき、故

郷三沢市の発展に寄与していきたいと思います。 
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○委 員  渡 辺   恵 

自分が暮らしている「まち」について考える良い機会となりました。

また、この会議を通じて様々な人と出会い、ともに考えることが出来

たことに感謝しております。そのような人の輪がもっと大きく広がっ

ていくことを望むとともに、これからも一市民としてまちづくりに主

体的に関わっていきたいと思います。 

○委 員  畑 山 十洲明 

この度、第１７回目の市民会議として「協働のまちづくり推進に係

る指針」を提言書として市長に提出される事になりました。前山先生

の良きアドバイスとご指導を受け、委員の努力が実ったのではないで

しょうか。この指針が市に受け入れられ、活用されるよう期待するも

のです。 

○委 員  宮 古 祐 子 

２年を終えてみて、一言で言うと「長かった」でしょうか。“協働の

まちづくり市民会議”の委員に委嘱され、１回目の会議の時には何を

しているのか、何をしたいのか、何をすべきかが分からず、気持ちば

かりが焦っていたのを思い出します。何回も出席していくうちに、そ

の意味や必要性が分かり、自分のしていることの重みを感じました。 

この指針が今後のよりよい三沢市になればと思います。 

委員の皆様、市の担当職員の皆様、お疲れ様でした。そしてありが

とうございました。 

○委 員  太 田 将 雅 

ますます悪くなる無責任社会。日本人はこれまで恥の社会で生活し

てきた。しかし、年々そういった価値観が薄れ、自分さえ良ければと

いう考え方の人が多くなってきた。それが、政治・経済あらゆる面に

でてきている。 

ここに苦労してできた提言書は、作った人の苦労を念（おも）って

見る人が何人いるだろうか。おそらくほとんど見ないであろう。たと

え見た人は何人実行するだろう。実行しても何人のひとが幸せになる

だろう。絵に書いた餅で終わらないようにしてほしい。 
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